
事務事業評価シート（総括表）

事務事業 140 ホームレス対策

章 6 構想の推進のために

大項目 04 広域的な都市課題への対応

施策 01 広域的な都市課題への対応

事業内容

目的
　大都市問題であるホームレス問題の解決のために『新宿区ホームレスの自立支援等に関する推進計画』
に基づき、区全体で取り組んでいくための総合的な対策を整備していく中で、区とＮＰＯや区民等と協
力・連携、都及び各区との連携による事業の推進によりホームレスの自立を支援します。

対象・手段
　ホームレスを対象とし、手段は区民・事業者・ＮＰＯ等民間団体との連携による①宿泊所等入所者相談
援助事業、②ＮＰＯ・住民との連携、③啓発事業、④拠点相談事業です。

成果（事業が意図する成果）

①『宿泊所等入所者相談援助事業』では、自立生活への相談指導により、再びホームレス生活へ戻らないよ
う支援します。②『ＮＰＯ・住民との連携』では、区と区民・団体等が連携して、自立支援のネットワーク
をつくり、情報の共有化を図ります。③『啓発事業』では、ホームレスの実情や自立支援策を説明するパン
フレットを作成・配布し、啓発活動を行います。④『拠点相談事業』では、継続的にホームレスの相談に応
じ、自立に関する情報や福祉施策に関する情報を提供することで早期の自立を支援します。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

新宿区区民意識調査の区政への要望で、
ホームレスに関する施策の要望を減らす。

　ホームレスの自立が進めば、ホームレス
に関する要望が減り、前年度を下回れば
１００％。
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成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① ％ 0.00 100.00 100.00 100.00 ホームレスが、再び路上
生活に戻ることのないよ
うに自立を支援する。実績１② ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

③＝②／① ％ 0.00 100.00 100.00 100.00

目標値２④ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績２⑤ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑥＝⑤／④ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度

ホームレスの自立支援等に関するシンポジウム等への支援（３回）。区立小中学校教師研究会への講師派
遣(１回)。ホームレスの自立を支援する団体等の連絡会議を開催（１２回）。『宿泊所等入所者相談援助
事業』、『拠点相談事業』を実施。都区共同事業『地域生活移行支援事業』及び『自立支援システム事
業』を実施。

平成19年度
ホームレスの自立支援等に関するシンポジウム等への支援（１回）。ホームレスの自立を支援する団体と
の連絡協議会を開催（１２回）。『宿泊所入所者相談援助事業』、『地域生活移行支援・自立支援システ
ム事業』（都区共同事業）、『拠点相談事業』を継続実施。



部名称 福祉部 課名称 生活福祉課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 0 9,307 27,506 34,735

人件費⑪ 千円 0 0 15,440 8,260

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 0 9,307 42,946 42,995

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 0 9,307 42,946 42,995

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

0 4,653 32,889 30,723
・国庫支出金
（セーフティネット支援対策
等事業費）

特定財源⑱ 0 4,654 10,057 12,272

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 0.00 49.99 76.58 71.46

職員
常勤職員

人
0.00 0.00 1.80 1.00

非常勤職員 0.00 0.00 0.20 0.00

事業に関する検討課題

　区民・ＮＰＯとの連携、都・区の共同事業、区の単独施策などホームレスの自立支援のための仕組みが整
えられてきています。今後は、ホームレスの自立への阻害要因を解決するために、自立支援の仕組みを最大
限活用し、再び路上生活に戻ることのないよう継続的に自立を支援することが課題です。
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達成度 3
　新宿区のホームレス数は、平成１６年８月の１，１０２名から平成２０年１月の２８
５名へと減少しました。

実施の成果 3
　ＮＰＯ等の協力・連携を得ながらホームレスの自立支援が進められており、また、元
ホームレスが再び路上に戻ることを防ぐためのアフターケアーも効果を上げ、区民から
のホームレスに対する苦情等要望件数も減っています。

効率性 3
　ＮＰＯ等との協力・連携し、業務を委託実施することで、ＮＰＯ等の機動性と柔軟性
が活かされ、ホームレスの自立支援に、高い効率性が発揮されています。

行政の関与 3
　生活保護制度や自立支援システムとの関係から、広域的な対応が求められ妥当である
と思われます。今後ともＮＰＯ等と協力・連携しながら、ホームレスの自立支援を進め
ていくことは必要です。

妥当性 3
　ＮＰＯ等地域の社会資源と協力・連携してホームレスの自立を支援していくことは、
『新宿区区民意識調査の区政への要望』でホームレスに関する施策の要望を減らす事に
つながるため妥当です。

施策寄与度 3
　広域的な都市問題であるホームレスの自立支援について、地域住民や豊かな経験と専
門性を持った民間団体、都と他区との連携を深めていくことは、この問題を解決するた
めに大いに寄与しています。

総
合
評
価

　平成１９年度の評価をＢとしたのは、ホームレスの自立支援に対する区の独自の取り組
みや都・他区との協力・連携、ＮＰＯ・区民等に対し、ホームレス問題の啓発活動を行っ
た事でホームレス問題に対する施策の推進や理解が進んだ事により、ホームレスの大幅な
減少と自立支援に効果を上げたことです。
　過去3年間の実績としては、平成１９年度と同様の取り組みを３年間継続して行った結
果、３年間の総合評価をＢとしたものです。
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過年度評価
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16年度 　
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改
革
方
針

　ホームレスを再び路上生活に戻さないためには、都区共同事業や区の施策などの事業利
用者を増やすことが重要です。そのためには、区民、ＮＰＯ・都、他区との連携を基本に
事業の体系化・総合化を図り、効率性をより一層高めた継続的な取組みが必要と判断し第
一次実行計画「３５ホームレス及び支援を要する人の自立促進」に引継ぎ、ホームレスの
状況により対応できるようにして、５つの事業で取り組んでいきます。
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